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1.背景と目的 

 現在，我が国の地方都市では都市部への人口減少

が著しい．また，日本はこれまで明治，昭和の 2 度

の大合併を経て，約 3,200 あった市町村数が 3 度目

の平成の大合併により約 1700まで減少した．合併に

よって，市町村の規模は拡大し，行政運営で広域化

への対応が求められるようになった． 

 総務省はこれまでの広域市町村圏を廃止し，平成

21年に定住自立圏構想推進要綱を策定した．広域市

町村圏の設定はこれまで都道府県知事が行っていた

が，定住自立圏は関係市町村の首長によるものとな

り，容易に連携できるようになった． 

 定住自立圏構想では，中心市において圏域全体の

生活に必要な都市機能を整備し，周辺市町村では必

要な生活機能を確保し,連携・協力，取組を行う政策

で，主に「生活機能の強化」，「ネットワークの強化」，

「圏域マネジメント能力の強化」の 3 つに関わる取

り組みを連携して行い，圏域の活性化，人口定着を

促す政策である.定住自立圏は 2017年 10月現在 119

あり，増加傾向にある. 

 本研究では先行研究で 2016 年 12 月にアンケート

調査を行った 109 圏域を対象とし，取組の状況や連

携の実態を把握，検討することを目的とする． 

 

2.研究方法 

 まず,109圏域の取組状況を総務省の資料をもとに

把握する．最も重点的な取組について中心市人口，

周辺市町村数，圏域総面積，圏域総人口，人口密度か

ら，取組の状況をアンケート調査を全 109 圏域に送

付した．次に,回答のあった 65 圏域の連携の実態に

ついて，連携がうまくいっている圏域は規模がどの

ような圏域かを把握し,また，うまくいかない場合に

ついても把握する． 

 

 

 

3.対象圏域 

 定住自立圏構想は中心市が人口 5 万人程度以上で

昼夜間人口比率 1 以上，一定の集積があり生活に必

要な都市機能がある原則 3 大都市圏以外の市で，中

心市と近接し，社会・経済・文化または住民生活にお

いて密接な関係を有する市町村と協定を結び形成す

る．109 圏域の内訳は①広域的な合併を行った合併

市で人口最大の旧市の昼夜間人口比率が 1 以上で定

住自立圏を形成している合併 1 市型圏域が 30 圏域,

②市町村が複数の圏域を形成している圏域重複型圏

域が 23圏域，③県境の市町村間で圏域を形成してい

る県境型圏域が 11圏域，④2つの市が共同して中心

市となる複眼型圏域が 8 圏域，⑤それ以外の圏域が

47圏域となっている． 

 

4. アンケート調査からみた定住自立圏の取組 

(1) 連携における効果的な取組 

1) 合併 1市圏域を除いた圏域 

 図 1 に効果的な取組,図 2 に取組の効果比率(各々

合併 1 市圏域除く)を示す．回答があった対象 52 圏

域中医療分野では 33 圏域(63.5%)，産業振興分野は

38圏域(73.1%),地域公共交通分野は 18圏域(34.6%)，

交流．移住促進分野は 22圏域(42.3%)であった． 

 

 

図 1  効果的な取組(合併 1市圏域を除く) 



 

図 2  取組の効果比較(合併 1市圏域を除く) 

 

これらを政策分野別取組状況と重点的に行っている

取組について比較を行う．定住自立圏の連携におい

て重点的に行っている取組は一般には効果が表れて

いるといえる．また，ICTインフラ整備分野では，重

点的に行っていないが，効果の表れている圏域が複

数あることが確認された．定住自立圏では，医療分

野，産業振興分野，交流・移住促進分野では半数以上

の圏域が重点的かつ効果的な取組を行っている圏域

である．一方で，ICTインフラ整備や交通インフラ整

備はあまり多くなく,また，交通インフラ整備や交

流・移住促進分野では重点的に行っているが，効果

の表れていない圏域が少数ではあるが，確認された． 

2) 合併 1市圏域 

 産業振興分野と交流・移住促進分野は回答があっ

た 12 圏域中 7 圏域(58.3%)にみられる．6 圏域に医

療分野の効果がみられる．教育分野と地域公共交通

分野を除き，重点的な取組には効果がみられない.合

併 1 市圏域では 1 つの自治体となったため取組によ

る効果が表れやすいことがわかった． 

3) 複眼型圏域 

 医療分野と交流・移住促進分野は回答があった 7

圏域中 5圏域(71.4%)の圏域に効果が表れていた．ま

た，産業振興分野と交流移住促進分野を除き，重点

的に行っている取組は効果が表れていることがわか

る． 

4) 効果的な取組例 

①医療分野 

「初期救急医療体制の充実」や「医療情報共有化連

携システムの構築推進」などが多く,「ドクターヘリ

やドクターカーの運行支援」を挙げた圏域は面積が

広大であり，人口密度の低い圏域であった．また，

「中心市の基幹病院の整備」は周辺市町村数が少な

く，圏域総人口あたりの中心市の人口割合が高い圏

域で多い．「圏域内住民への定期検診の啓発事業」な

どの住民と一体となった取組は,比較的人口規模の

小さな圏域であった．さらに，圏域内の知的資源を

活用して大学や専門学校と連携し，それらの雇用創

出支援を行っている圏域があることがわかった．ま

た，周辺市町村に離島を抱える圏域では，中心市の

病院から医師派遣を行っている圏域がある．これら

の医師派遣事業は周辺市町村の人口が少なく，中心

市の人口比が高い圏域で効果が高いとされる． 

② 産業振興分野 

「圏域内ブランドの振興やプロモーション活動の実

施」や「企業誘致推進事業」，「地域の発展を担う人材

の確保・育成・定着等の雇用安定支援」を挙げる圏域

が多く,「企業誘致推進事業」や「合同企業説明会の

開催」は圏域総人口が比較的多い場合に多いことが

わかった．また，主な産業が農林水産業である圏域

では，「生産現場のリモートセンシングシステムの構

築」,また，離島がある圏域では，特殊な環境条件を

活かした「島峡型スマートコミュニティ実証事業」

を行っている．さらに，「ジオパークと関連したツア

ーの開催」を行っている圏域が複数確認された．こ

のように，産業振興分野では圏域の特色を生かした

取組が効果を挙げており，圏域内の魅力を高め，圏

域内住民の雇用安定や後継者育成等の観点から，取

組を行っていることがわかった． 

③ 地域公共交通分野 

「路線バス運行維持にかかる費用の一部負担(圏域

内で共同負担)」や「圏域内路線バスのシステム構築・

運営」,「コミュニティバス運営事業」などが多かっ

た．コミュニティバスの運行事業や乗り継ぎ拠点整

備，全体路線図の作成等の事業を行っている圏域は

圏域人口密度が高い場合に多くみられた．また，中

心市が県庁所在地の規模が大きい圏域では，公共交

通分野の運行等課題等の調査や研究によって公共交

通空白地等における路線バスの効率的に運営する取

組を挙げている． 

 



④ 交流・移住促進分野 

 周辺市町村数が 2つの圏域で，「空家バンク事業の

情報発信サイトの共同開設」を行っていた．このよ

うな密接な連携の下に行う事業は周辺市町村数が少

ない圏域で効果的であると考えられる．中心市人口

の多いグループに属する圏域では，「UIJターン希望

者への圏域 PR 活動」などを推進している．これは，

中心市人口の多い圏域では比較的都市機能が充実し

ており，都市圏に住む人々への移住をアピールしや

すいためと考えられる．また，「空地の利活用」など

の事業展開を行っている圏域もみられた．交流・移

住促進分野で効果的な取組を挙げている圏域は，周

辺市町村数が比較的少なく，県境型の圏域や，県域

重複型の圏域が多い傾向がみられた． 

(2) 連携における取組の問題点と課題 

 回答があった 52 圏域中医療分野では 19 圏域

(36.5%)に問題点があった．産業振興分野では 16 圏

域(30.7%)であった．地域公共交通分野では 13 圏域

(25.0%)であった．また，全体的な課題について回答

があった圏域が 18 圏域(34.6%)であった．課題なし

と回答した圏域は 5 圏域(9.6%)であった．合併 1 市

圏域については回答があった 12圏域中医療分野で 4

圏域(33.3%)，産業振興分野では 3 圏域(25.0%)であ

った．また，全体的な課題について回答があった圏

域が 3圏域(25.0%)，課題なしと回答した圏域は 4圏

域(33.3%)であった．合併 1市圏域の医療分野では問

題が他の取組と比較して多いことが明らかになった．

また，合併 1市圏域では現状課題のない圏域が 33.3%

であり，それ以外の圏域では 9.6%であった．合併 1

市圏域では取組における問題点が少ない圏域が多い

ことがわかる．さらに，「全体的な課題」について回

答があった圏域は合併 1 市圏域では 25.0%に対し，

合併 1 市圏域以外の圏域では 34.6%と，比較して問

題点が多くみられた． 

 合併 1 市圏域以外の圏域の各取組における問題点

と課題は,医療分野では，半数以上の圏域が「医師・

看護師等の医療従事者不足への対応」を挙げた．「圏

域内の出産可能な医療機関が少ない」ことを挙げた

圏域は，面積が広大で人口密度の低い圏域であった．

また，「交通弱者の通院手段の確保」を挙げた圏域は

分類グループ分布別にみると，周辺市町村数が 6 か

ら 10であり，人口密度や圏域総面積が比較的高い圏

域であった．このような規模の大きい圏域には医療

機関数と通院手段の確保が大きな課題となっていた．

また，「救急搬送の際，隣接する県の医療機関へ搬送

するケースが多い」ことを挙げた圏域(県境型圏域で

はない)は，解決が早急に必要である．そのため，周

辺市町村の自治体と一体となった道路網の整備や施

設の整備が必要であると考えられる．「中心市から周

辺市町村への医師派遣事業」については周辺市町村

に対しては効果的な事業ではあるが，中心市への負

担が増加するという問題がある． 

 産業振興分野では「観光資源の付加価値を高める

必要がある」ことを挙げた圏域が多く確認された．

ある圏域では，「圏域内で就職面接会事業を実施して

いるが，実績として求職者 63 名，企業数 60 者の参

加に対し，内定者は 4 名に留まる」という事例があ

った．そのため，これらの開催方法や PR方法につい

て今後の改善が必要である．また，「圏域内既存企業

の経営維持」や「新産業の創出」を課題に挙げる圏域

が複数あった．このように，産業振興分野では，現状

維持だけでなく，新たに様々な事業を展開する必要

がある．しかし，現状では財政的な問題や施設整備

などの問題を解決していく必要があると考えられる. 

 地域公共交通分野では，様々な問題が散在してお

り，「バスの接続や乗り継ぎについて構成市町村のバ

ス事業者との調整不足」や「構成市町村ごとに住民

の公共交通のニーズが異なる」とする圏域が多かっ

た．解決策としては，「各自治体と企業の一体的な連

携システムの構築」などが挙げられた． 

 交流・移住促進分野では，「圏域の魅力に関する情

報発信の工夫」などが多くみられた．また，3県に跨

る県境型圏域では面積が広大であることも重なり，

「交流機会を設けても，交流が進まない」ことを挙

げる圏域があった．さらに，全体的な課題として，

「周辺市町村自治体からの費用負担等の財政的な問

題」が多かった．また，「周辺市町村自治体との連携

が円滑に行われず，事業化に時間がかかる」ことを

挙げる圏域もみられた． 

(3) 今後推進したい取組 

 今後連携を推進したい取組は,産業振興分野と交

流・移住促進分野については回答があった 52圏域中

17圏域(32.7%)であった．一方，重点的に行っており，

効果も表れている医療分野は,5圏域(9.6%)であった．



産業振興分野を推進したい理由としては，「圏域全体

の活性化を促す上で重要な取組であるため」という

回答が多かった．交流・移住促進分野を推進したい

理由としては，「交流によって地域内の消費が増え，

地域経済が活性化するため」という回答が多かった．

地域公共交通分野を推進したい圏域は，公共交通機

関の利便性向上が必要である面積が広大な圏域であ

った．合併 1 市圏域では人材育成分野を推進したい

取組が多いことがわかる．また，その他は「現在の取

組を継続し，一部の改善を行う」という回答であっ

た．これらの圏域は定住自立圏共生ビジョンを策定

したばかりの圏域が多かった． 

(4)連携において周辺市町村に期待されていること 

 合併 1 市圏域は周辺市町村がないため集計に含ま

ず,回答があった 53 圏域中 16 圏域(30.2%)が「積極

的な要望や提案」と回答した．また，「効率的な事務

負担等の受持」と「広域的な行政推進」を挙げる圏域

が各々12圏域(22.6%)みられた．「有効な取組への協

力」を挙げる圏域は 9 圏域(17.0%)であった．「積極

的な要望や提案」を挙げる圏域は周辺市町村数が 1

から 5 の圏域が多く，周辺市町村数が比較的少ない

ことがわかった．また，「広域的な行政推進」を挙げ

る圏域のほとんどは周辺市町村数が 7 以上であり，

10以上の圏域が 3圏域あった．このことから，周辺

市町村数が多い圏域においては，広域的な行政の推

進を中心にした,取り組みを期待していることがわ

かる. 

 

5. まとめ 

 定住自立圏の連携によって各取組を行っており，

医療分野や産業振興分野，地域公共交通分野，交流・

移住促進分野等を重点的に取り組んでいた．そのう

ち，医療分野や産業振興分野では規模が大きい圏域

で効果が顕著に表れていた．特に医療分野では，規

模の大きい圏域における周辺市町村の住民のサービ

ス低下を防ぐための事業に効果が表れていることが

確認された．また，産業振興分野では，圏域の特色を

重視した取組がなされており，効果がみられる． 

一方，地域公共交通分野では，周辺市町村数が少な

い圏域で効果が表れていることが確認された．しか

し，自治体と企業の調整を行うことが課題であると

される．また，圏域ごとの特色に合わせて例えば，医

療分野と地域公共交通分野の相互の連携で問題解決

を行うなど，分野ごとの連携も求められている． 

 定住自立圏は人口の定住や圏域内の発展を目的と

した政策であるが，各分野において効果的な事業に

ついて中心市と周辺市町村が一体となって効率的な

連携ができるシステムを構築し，円滑な事業運営と

行政サービスの提供を行うことが必要である．その

ために，各圏域の取組ごとに事業効果の把握を行い，

自治体とそれに関連する企業等との連携が必要であ

る． 

 定住自立圏における問題点には，圏域内での連携

によって様々であるが，効果的な取組に対し，どの

ような点が問題でどのような改善が必要であるか把

握検討することが重要である．そのため，各圏域内

での事業効果を把握し，それを各取組に活かしてい

く必要がある．また，圏域内で定住できるための仕

組みづくりや住民生活水準の向上にむけた取組の適

切な自治体間での役割分担が重要であると考える．

今後も定住自立圏の圏域数が増加すると推察される

が，その際には，どのような圏域規模や圏域形態に

おいてどのような取組を行うと効果的であるかを判

断する必要があると考える． 
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